
(2026(令和8)年3月31日現在)

(単位：円)

科目 金額 科目 金額

2,439,678,197 788,034,507

47,951,849 329,805,196

552,860 27,147,604

543,867,894 92,061,004

80,771,919 40,839,274

1,710,901,939 85,725,911

55,631,736 18,606,618

190,848,900

3,000,000

392,391,484 286,315,026

( 78,352,862 ) 48,242,711

6,028,459 237,963,601

6,711,297 108,714

65,613,106

( 28,184,673 ) 1,074,349,533
12,450,961

3,447,860

12,285,852

1,651,894,185

( 285,853,949 )

168,465,860 80,000,000

111,097,888 40,019,050

6,290,201 19,050

40,000,000

1,531,875,135

44,500,000

1,487,375,135

288,500,000

1,198,875,135

105,825,963

105,825,963

1,757,720,148

2,832,069,681 2,832,069,681

貸   借   対   照   表

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 流 動 負 債

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

電 子 記 録 債 権

買 掛 金

売 掛 金

リ ー ス 債 務

現 金 及 び 預 金

短 期 貸 付 金

そ の 他 預 り 金

賞 与 引 当 金

商 製 品

役 員 賞 与 引 当 金

リ ー ス 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

工 具 器 具 備 品

有 形 固 定 資 産 リ ー ス 債 務

建 物 退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

無 形 固 定 資 産

株 主 資 本

ソ フ ト ウ エ ア

リ ー ス 資 産

負 債 合 計

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

( 純 資 産 の 部 )

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

資 本 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

別 途 積 立 金

そ の 他

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計



 

個 別 注 記 表 

自 2025(令和 7)年 4 月 1 日 

至 2026(令和 8)年 3 月 31 日 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1) 有価証券の評価基準および評価方法 

①子会社株式 

該当事項はありません。 

②その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

によっています。 

市場価格のない株式等 

該当事項はありません。 

(2) デリバティブの評価基準および評価方法 

該当事項はありません。 

(3) 棚卸資産の評価基準および評価方法 

商製品は個別法による原価法によっています。（原価法は、収益性の低下による簿価切下げ

の方法によっています。） 

(4) 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

②無形固定資産(リース資産を除く) 

定額法によっています。 

なお、自社利用のソフトウェアについて、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっています。 

③リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用

年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっています。 

(5) 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念 

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。 

③役員賞与引当金 

役員の賞与支給に充てるため、支給見込額のうち当期の負担額を計上しています。 

④退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務に基づき計上しています。 

 



 

自 2025(令和 7)年 4 月 1 日 

至 2026(令和 8)年 3 月 31 日 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しています。 

(6) 収益及び費用の計上基準 

顧客との契約において識別された履行義務に基づき、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識す

ることとしています。 

(7) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準 

該当事項はありません。 

(8) グループ通算制度の適用 

株式会社島津製作所を通算親法人とするグループ通算制度を適用しています。 

 

２．当期純利益金額  146,367,078 円 

  
３．その他の注記 

該当事項はありません。 

 

 


